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防衛技術協会は、防衛技術研究開発についての調査研究、

官民の防衛技術向上のための協力・支援等を通じて、我

が国の防衛技術の振興を図り、もって我が国の防衛技術

基盤の育成強化及び防衛意識の高揚に寄与しています。

設立 昭和５５年３月５日

（平成２４年４月１日には政府の法人制度

改革に伴い、一般財団法人に移行）
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主要事業

⚫ 技術動向調査

⚫ 防衛技術図書、月刊誌の出版

⚫ 技術支援業務

⚫ 人材派遣業務

⚫ 国内外の防衛関連展示会への協力及び情報収集

活動

⚫ 研究部会活動

⚫ 展示会・セミナーの開催

主要事業として、下記の活動を通して防衛技術に関する知見

の提供、防衛技術の幅広い啓蒙及び情報共有を行ってい ます。

防衛技術に関する知識の普及

等を目的として、各界有識者

の執筆による防衛に係る技術

解説やトピックスなどの記事

を掲載しています。

海外調査団 研究部会講演会

防衛技術協会の主要事業及び活動

官民の技術者相互の啓発、研鑽及び交流を促進し、防衛技術の

向上を図るため、官民の協力を得て、6技術分野の研究部会を

運営しています。

( ):参加企業数は2024年7月1日現在

研究部会活動

「防衛技術ジャーナル」（月刊誌）の出版
・運用・技術両面から防衛技術についての調査研究

・諸外国における防衛技術情報の収集・分析など

水中防衛技術
研究部会
（参加企業

22社）
防衛用

無人機システム
研究部会
（参加企業

28社）

防衛用
ヘリコプタ
研究部会
（参加企業

13社）

光波・ミリ波
センシング
研究部会
（参加企業
３5社）

防衛用
電子戦・レーダ

研究部会
（参加企業
２9社） ヒューマン

防護システム
研究部会
（参加企業

11社）

防衛技術
協会
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展示会・セミナーの開催

セミナーの開催

防衛技術セミナー

☆防衛技術協会へのアクセス

一般財団法人 防衛技術協会

〒113-0033

東京都文京区本郷3-23-14 ショウエイビル9F

TEL:    03-5941-7620

メール:  info@defense-tech.or.jp

URL https://www.defense-tech.or.jp/

防衛関連企業及び研究者、技術者を対象とした防衛技

術に関する講演会、セミナーを開催しています。

ユーロサトリ2018にて

防衛技術の官民、民間相互の連携の促進による防衛産業基

盤の構築や、防衛技術に関する知見の提供・普及を行って

います。

国内外の防衛関連展示会を通じた民間企業連携の促進


